
金融２社株式の早期処分

日本郵政は、日本郵便のほかゆうちょ銀行とかんぽ
生命保険の金融会社を傘下に保有する会社ですが、先般
公表したJP ビジョン2025において、その期間中（2021
～2025年度）に金融２社株式の保有割合をできる限り
早期に50％以下とする方針をお示しし、既にかんぽ生命
保険についてはその方針を実現しました。金融２社に
おいては、株式保有割合が50%以下となると、郵政民営化
法に基づく上乗せ規制が緩和され、より自由に新規業務を
行うことが可能になります。これは、コアビジネスの強化・
収益の拡大につながるものです。
また、当社としては、ビジネスポートフォリオの転換に

取り組み、収益の向上を図ることはもちろんのこと、機動
的な自己株式の取得とともに、負債による資金調達を
活用して財務レバレッジを高めることで、資本コストの
低減に加え、資本効率の向上を図り、ROEの向上を目指
していきたいと考えております。
さらに、当社は、株主の皆さまへの利益還元を重視し
ています。配当については、厳しい経営環境の中ではあり
ますが、JP ビジョン2025期間においては、引き続き、
1株当たり50円の年間配当を安定的に実施することを
目指してまいります。

郵政民営化法により、ゆうちょ銀行、かんぽ生命保険
の金融２社株式について、その株式の全部を処分する
ことを目指し、ゆうちょ銀行及びかんぽ生命保険の経営
状況、郵政事業に係る基本的な役務の確保の責務の履行
への影響等を勘案しつつ、できる限り早期に、処分する
ものとされています。
当社としましては、郵政民営化法の趣旨にのっとり、また、
金融２社の経営の自立性・自由度を広げる観点から、JP 
ビジョン2025において、その期間中のできる限り早期に

保有割合50%以下とすることを目指すこととしています。
それにより、両社の新規業務に関する上乗せ規制が緩和
され、事前届出制に移行する等、民営化のプロセスは着実
に進展します。
なお、かんぽ生命保険株式については、2021年5月に
公表したとおり、かんぽ生命保険が行う自己株式取得に
応じた売付け及び株式処分信託設定による処分により、
当社のかんぽ生命保険に対する議決権保有割合は
49.90％となりました。

ビジネスポートフォリオの転換

お客さまと地域を支える「共創プラットフォーム」と
して、SDGs等社会課題の解決、社会の持続的発展に貢献
し続けていくために、郵便・物流事業、銀行業、生命保険
業といったコアビジネスを充実・強化するとともに、不動
産投資や新規ビジネスへの投資を進めて収益機会を確
保する等、ビジネスポートフォリオを転換します。
投資にあたっては、非金融事業も含めたリスク・アペ
タイト・フレームワーク（RAF）を新たに導入すること

により、適切なリスクテイクとリスクコントロールのもと、
財務の健全性を維持しながら、新たな収益の確保を進めて
いきます。
なお、金融２社は当社グループの最大の強みである
郵便局を通じてサービスを提供するビジネスモデルを採用
していることから、将来的に更なる株式処分を行ったと
しても、郵便局ネットワークを核としたグループ一体の
ビジネスモデルは不変です。

株主還元と資本効率

JP ビジョン2025期間中の日本郵政の株主還元方針
当社は、株主に対する利益の還元を経営上重要な施策の
一つとして位置づけ、経営成績に応じた株主への利益還元
を継続して安定的に行うことを基本方針としています。
剰余金の配当につきましては、内部留保の充実に留意
しつつ、資本効率を意識し、着実な株主への利益還元を
実現するため、JP ビジョン2025期間である2026年３月
期末までの間は、１株当たり年間配当50円を目安に、
安定的な１株当たり配当を目指していきます。また自己
株式の取得を機動的に実施することにより、資本効率の
向上を図ります。なお、2021年６月に公表したとおり、資
本効率の向上、株主還元の強化を目的として、約2,500

億円の自己株式の取得を実施しています。
2021年度配当につきましては、業績等を総合的に判断
した結果、普通株式の年間配当は、１株当たり50円と
いたしました。なお、当事業年度の配当の原資は全額が
資本剰余金です。

日本郵政の資本効率の向上に向けた取り組み
機動的な自己株式の取得とともに、負債による資金調
達を活用し、日本郵政単体の財務レバレッジを高めるこ
とで、資本コストを低減します。資本コストの低減と収益
の向上の双方に取り組むことで、資本効率（ROE）の向上
を目指します。
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